
別紙 

下関市役所本庁舎等照明器具 LED 化 ESCO 事業 

プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

本事業は、「ゼロカーボンシティしものせき」の実現に向けて、下関市地球

温暖化対策実行計画及び公共施設 LED 化基本方針に基づき、本庁舎西棟及び

立体駐車場照明器具を LED 化し、市役所の事務事業により排出される環境負

荷の低減及び光熱水費の効果的な縮減を図ることを目的とする。 

本事業の目的達成のため、ESCO 事業を導入することにより、民間事業者か

ら優れたノウハウを活かした設計・施工、事業資金計画及び維持管理等に関

する一括提案を受けるために公募を行います。 

最も優れている提案を行った申込者との間で契約締結に向けて詳細に協議

を行い、合意に至った場合に事業者として本市と本事業の実施に係る契約（以

下「ESCO 契約」という。）を締結し、本事業を実施するものとする。ただし、

本事業は、条件付きの募集であり、本事業の予算案件等が議会で承認された

場合に本事業を実施し、承認されなかった場合は提案を募集したことに留ま

り、本事業は実施しないこととする。 

 

２ 業務概要 

（１）業務名 

下関市役所本庁舎等照明器具 LED 化 ESCO 事業 

（２）履行場所 

下関市役所本庁舎西棟及び立体駐車場 

下関市南部町１番１号 

（３）契約方式 

ギャランティード・セイビングス契約（自己資金型） 

※地方自治法施行令第167条の2第1項第2号による随意契約とし、ESCO

サービス期間における契約は、地方自治法第 214 条の規定による債務

負担行為を行う。 

（４）業務内容 

事業者は、本市との ESCO 契約に基づき、下関市役所本庁舎西棟及び立体

駐車場全体で省エネルギー率とＣＯ₂削減率を高く実現させる包括的エネ

ルギーサービス（以下「ESCO サービス」という。）を本市に提供する。 

なお、詳細は、別紙１「下関市役所本庁舎等照明器具 LED 化 ESCO 事業プ

ロポーザル仕様書」のとおりとする。 
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ア 提供する ESCO サービス 

事業者は、自らが行った提案を基に設計した省エネルギー改修器具等

（以下「ESCO 器具」という。）を施工し、本市との ESCO 事業の契約締結

に基づき、契約期間内において、ESCO 器具の維持管理、エネルギー等の

削減量の保証及び省エネルギー効果を把握するための計測・検証等を含

むサービスを提供する。 

イ 計測・検証 

事業者は、適切な計測・検証手法を導入し、省エネルギー効果及び本

市の利益を保証する。 

ウ 見積限度額 

本事業の初期投資費用見積限度額は、76,000,000 円（設計費・工事費・

管理費等を含む。消費税及び地方消費税相当額を含む。）とする。 

また、ESCO サービスに係る費用の見積限度額（事業期間は２年間。消

費税及び地方消費税相当額を含む。）は、4,400,000 円とする。 

なお、本事業は地方自治法第 214 条の規定に基づく債務負担行為とす

る。 

エ 令和８年度から開始される ESCO サービスに係る費用は、提案内容をベ

ースとし、契約時点に決定するものとする。 

オ ESCO サービスの期間は、令和８年４月１日から令和１０年３月３１日

までとする。ただし、期間中に光熱水費削減保証が満たされない場合は、

事業者の負担により、光熱水費削減保証を満たすまで追加の措置を講じ

ることとする。 

（５）業務の範囲 

事業者が行う業務の範囲は、次のとおりとする。 

ア 省エネルギー改修に関する設計・施工・監理及びその関連業務 

イ 工事に関する全ての手続き業務及びその関連業務 

ウ ESCO 契約の期間内における ESCO 器具の維持管理業務 

エ ESCO 契約の期間内における省エネルギー及びＣＯ₂排出削減量の計

測・検証業務 

オ ESCO 契約の期間内における省エネルギー削減の保証業務 

（６）契約期間等 

以下のスケジュール（予定）で、業務を実施します。 

ア 事業者の決定  ：令和７年１０月上旬 

イ 契約の締結   ：令和７年１０月下旬 

ウ 設計・施工期間 ：契約締結日から令和８年３月３１日まで 
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エ ESCO サービス期間：令和８年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

３ 日程 

公告日 令和７年 ８月２０日（水） 

参加申込期限 令和７年 ８月２９日（金） 

参加資格審査結果通知 受付後１週間以内に発送 

施設現地確認の申込期限 令和７年 ８月２９日（金） 

施設現地確認日 令和７年 ９月 ３日（水）から 

令和７年 ９月 ５日（金）まで 

質問の受付期間 令和７年 ９月１０日（水）まで 

質問に対する回答 令和７年 ９月１７日（水）まで 

参加辞退受付期間 令和７年 ９月２４日（水）まで 

提案書提出期限 令和７年 ９月２４日（水）まで 

プレゼンテーション 令和７年１０月 ３日（金） 

選考結果通知 令和７年１０月中旬 

 

４ 参加条件 

（１）参加者の条件 

ア 参加者は、ESCO 事業を行う能力を有する単独企業（法人）或いはグル

ープ（複数の企業の共同）とする。 

  ※単独で応募のする企業は、他のグループに参加することはできませ

ん。また、グループで応募する企業は、単独で、又は他のグループに属

して応募することはできません。 

イ グループで参加する場合は、事業役割（(2)ア(ｱ)参照）を担う代表者

を１者選定するものとする。 

ウ 参加申込み時には申込者の構成員全てを明らかにし、各々の役割分担

を明確にすること。 

エ 参加者は、参加を含むそれ以降の提案に係る諸手続及び契約等に係る

諸手続を行うものとする。 

（２）参加者の役割 

ア 参加者は、次の役割を全て担い、グループの場合は各構成員が以下の

役割を分担するものとする。 

（ア）事業役割 

本市との対応窓口となり、契約等諸手続を行い、かつ、本市に対す

る本事業遂行の全ての責を負うものとする。 
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（イ）その他役割 

設計、工事、維持管理などに関する業務を各々実施するものとする。 

 

５ 参加資格 

プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

なお、グループ（複数の企業の共同体）の場合は、グループとして要件を

満たすものとする。 

（１）事業役割を担う構成員の要件 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定

に該当しない者であること。 

イ 下関市建設工事等競争入札参加有資格者名簿に登録があること。 

ウ 下関市内に本社又は支社、営業所を構えていること。 

エ 本プロポーザルの告示の日から企画提案書の提出日までの間、下関市

競争入札参加有資格者指名停止等措置要綱に基づく指名停止等の措置を

受けていないこと。 

オ 次の申立てがなされていない者であること。 

（ア）破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条又は第１９条の規定に

よる破産手続開始の申立て 

（イ）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条に基づく更生手

続き開始の申立て 

（ウ）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再

生手続きの申立て 

カ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第３条又は第４条の規程に基づき、都道府県公安委員会が指定した

暴力団等構成員を、役員、代理人、支配人その他の使用人又は入札代理

人として使用していないこと。 

キ 直近５年度以内に、国・地方公共団体の発注する同種同様の事業にお

いて、事業役割として２件以上の事業を受託した実績を有していること。 

（２）その他役割を担う構成員の要件 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定

に該当しない者であること。 

イ 下関市建設工事等競争入札参加有資格者名簿の業種「電気」に登録が

あること。 

ウ 本事業の実施構成員全者が上記（１）ウからカまでに示す参加資格を

満たしていること。 
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エ 直近５年度以内に、国・地方公共団体の発注する同種同様の事業にお

いて、その他役割として１件以上の事業を受託した実績を有しているこ

と。 

 

６ 参加申込 

（１）提出書類 

以下の書類を各１部ずつ提出すること。 

ア 参加申込書（様式第 1 号） 

イ 参加者の概要（様式第 2号）※構成員毎に作成すること。 

ウ 事業実績表（様式第 3 号） 

（２）提出方法 持参、郵送又は電子メール（電子メールの場合は、電話で受

信確認を行うこと。） 

（３）提出期限 令和７年８月２９日(金) １７時（必着） 

（４）提出先   下関市総務部資産経営課 

（５）参加資格審査の結果通知 

ア 通知日 

参加申込受付後、一週間以内に発送する。なお、参加申込書を提出

したにもかかわらず、参加資格審査結果の通知がない場合は、令和７

年９月９日（火）までに電話で確認すること。 

イ 通知方法 

参加資格審査結果通知書（様式第 4 号）を FAX 又は電子メールによ

り通知した後、郵送する。 

ウ その他 

・ 参加資格の審査及び結果の通知は、市が提出書類を受理した順番に

行う。 

・ 参加資格審査の結果について、当該通知日の翌日から起算して７日

以内に、書面（任意様式）により、市に説明を求めることができるも

のとする。 

 

７ 施設現地確認 

施設の現地確認を希望する者は、以下のとおり申し込むこと。 

（１）現地確認期間 

令和７年９月３日（水）から令和７年９月５日（金）まで 

※時間帯については、別途調整とする。 

（２）時間 
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１者あたり２時間程度 

※事前に確認を希望する照明、場所等を整理し、確認時間の縮減に努め

ること。 

（３）提出様式 

「６ 参加申込」に規定する参加申込手続において、参加申込書（様式

第 1 号）に必要事項を記入し提出すること。 

（４）現地確認日時の通知 

「６ 参加申込」に規定する参加資格審査結果通知書（様式第 4 号）に

て通知する。 

（５）その他 

・ 図面については、現地確認時の閲覧及び写真撮影を可とする。ただし、

本業務以外の目的に使用しないこと。 

・ 現地確認を行う時間帯は、開庁時間中であることから、来庁者の安全

に支障をきたす可能性のある確認・作業等は実施できないため、本市担

当者の指示に従うこと。 

 

８ 質問の受付及び回答 

（１）質問 

ア 提出様式 任意様式 

イ 提出方法 電子メール（電話で受信確認の連絡を行うこと。） 

ウ 受付期間 公告日から令和７年９月１０日（水）１７時まで 

エ 提出先  下関市総務部資産経営課 

（２）回答 

ア 回答方法 電子メールにて、参加者全員に通知する 

イ 回答日    令和７年９月１７日（水）まで 

 

９ 提案書作成方法等 

（１）提出書類 提案書（任意様式） 正本１部、副本６部 

（２）提出期限 令和７年９月２４日（水）１７時（必着） 

（３）提出方法 持参又は郵送 

（４）添付資料 提案書には、以下の資料を添付すること。 

ア 工程表（任意様式） 

イ 二酸化炭素排出量の削減効果を示す書類（任意様式） 

ウ 選定機器一覧表（任意様式） 

エ 参考見積書（任意様式） 
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オ 図面（必要な場合。Ａ３版をＡ４サイズに折り込み可。） 

（５）提案書の作成方法 

ア 別紙 2「評価基準」の評価項目に係る全ての項目について記載するこ

と。 

イ 提案書はＡ４版（Ａ３版の折り込みは可とする。）とし、目次及びペー

ジ番号を付すこと。 

ウ 正本は、表紙に提出年月日、事業者名、代表者名、連絡先を記載する

こと。 

エ 副本は、提案者の商号、名称、ロゴ等の提案者を特定し、又は類推可

能な情報を記載しないこと。 

オ 本市が提供するベースライン設定用のエネルギー消費量（電気）の平

均値及び単価を用いて積算した数値を提案時のベースラインとするこ

と。 

カ 二酸化炭素排出量の削減効果は、照明の種類ごとに以下の計算式で算

定し、総年間削減量を示すこと。 

＜計算式＞ 

（既存照明の消費電力（W）－LED 改修後の消費電力（W））×点灯

時間（時間/日）×点灯日数（日/年）×照明数量 

※既存照明の消費電力等については、別紙 4「既存照明設備一覧

表」を参照すること。なお、消費電力が不明な照明については、

算定対象外とすること。 

キ 削減予定額は、提案の内容に従い計算方法を明示すること。また、削

減予定額の７０％から１００％までの範囲内で、下限を保証する削減保

証額を設定すること。 

なお、削減保証額は、ESCO サービスに係る費用を上回らなければなら

ない。 

ク 選定器具一覧表は、別紙 4「既存照明器具一覧表」を基に各既存照明

に対する LED 照明設備の型式、メーカー及び改修方法（器具交換又はラ

ンプ交換等）を記載すること。 

ケ 参考見積書は、事業の総額、消費税及び地方消費税相当額が分かるよ

うに記載すること。また、その内訳（積算根拠。少なくとも、照明器具

改修及び ESCO サービス期間の内訳を示すこと。）についても可能な限り

詳細に示すこと。ただし、第３項に示す見積限度額以下であること。 

（６）提出先 下関市総務部資産経営課 

（７）留意事項 



8 

 

ア １者１提案とする。 

イ 文字のフォント、サイズ、色の設定、図表や写真の表示等は任意とす

る。 

ウ 記載内容は、専門知識を有しない者でも理解しやすいものとすること。 

エ 真に必要な場合を除き、提案書等には個人情報を記載しないこと。 

 

10 審査方法 

（１）評価基準 

別紙 2「評価基準」のとおり 

（２）プレゼンテーションの実施 

提案書の内容について、プレゼンテーションを実施する。 

ア 日程   令和７年１０月３日（金） 

（時間等の詳細については別途連絡する。） 

イ 実施場所 下関市南部町１番１号 

下関市役所本庁舎西棟５階大会議室 

ウ 出席者  ４名以内 

エ 実施時間 30 分以内（プレゼンテーション 20 分以内、質疑応答 10 分

以内。セッティング及び撤去に係る時間は含まない。） 

オ 貸出物品 机、椅子、スクリーン、プロジェクター、接続ケーブルと

する。それ以外の物品については、提案者の負担において

準備すること。 

カ その他  プレゼンテーションの順番は、市が提案書を受理した順番

とする。プレゼンテーションに出席しない場合は、辞退し

たものとみなし、契約候補者として選定しない。 

（３）契約候補者の選定方法 

ア 別紙 3「プロポーザル審査委員会設置運営要領」に基づき市が設置し

たプロポーザル審査委員会が提案内容の審査を行い、評価基準に基づき

評価を行う。 

イ 失格者を除き、各評価項目の評価点の合計（以下「総合点」という。）

が最も高い者を優先交渉権者とし、随意契約の交渉を行う。ただし、そ

の者と合意に至らない場合は、総合点が次に高い者と交渉を行う。 

ウ 総合点が最も高い者が２者以上あるとき（同点）の対応は以下のとお

りとする。 

（ア）「企画提案」と「価格提案」の評価点が異なる場合 

「企画提案」が高い者を優先交渉権者とする。 
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（イ）「企画提案」と「価格提案」の評価点が同じ場合 

くじ引きにより、優先交渉権者を決定する。 

エ 上記にかかわらず、総合点が評価点全体の６０％未満の者は、契約候

補者として選定しない。 

オ 審査経過に関する質問には一切回答しないこととし、全ての選定結果

について、異議申立はできないものとする。 

 

11 選定結果について 

選定結果は、契約候補者の選定後にプレゼンテーションに参加した全ての

提案者に選定結果通知書（様式第 5 号）により通知する。 

また、選定結果通知書を発送した日の翌日以降に、次の項目を本市のホー

ムページ（事業者の方へ＞入札・契約・登録＞下関市業務委託等の部屋＞プ

ロポーザル情報）に公表する。 

・ 所管課及び業務名 

・ 企画提案者数 

・ 契約候補者の名称及び総合点 

 

12 契約締結に向けての協議 

（１）提案内容がそのまま契約内容となるものではなく、契約候補者と当該事

業の仕様等について交渉を行った上で、見積書の提出を求め、本市の予定

価格の範囲内で ESCO 事業の契約を締結する。 

（２）事業の全部又は主要部分を一括して第三者に再委託することはできない。 

（３）事業の実施に際して個人情報を取得したときは、個人情報保護法（平成

１５年法律第５７号）の規定に基づきこれを適切に取り扱うこと。 

 

13 情報公開 

市は、提出された提案書等について、下関市情報公開条例（平成１７年条

例第１６号）の規定による請求に基づき、第三者に開示することができるも

のとする。 

ただし、法人等の競争上の地位その他正当な利益を害すると認められる情

報は非開示となる場合がある。 

また、本プロポーザルによる契約締結前において、公正又は適正な契約候

補者の選定に影響のあるおそれがある情報については、契約締結後に開示す

るものとする。 
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14 その他 

（１）提出書類の取扱い 

ア 提出された書類は返却しない。 

イ 提出後の訂正、差替えは、市から落丁その他の事務的な事由により指

示したものを除き認めない。 

ウ 提出された書類は、本プロポーザルにおける契約候補者の選定以外の

目的には使用しない。 

エ 提出のあった書類は、契約候補者の選定作業において必要な範囲で複

製する場合がある。 

オ 持参する場合は、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定

する休日を除いた日の午前９時から午後５時の間に受け付ける。 

（２）本プロポーザルに係る一切の費用については、全て参加申込者の負担と

する。やむを得ない理由（議会における予算措置の承認がない場合を含む。）

により本プロポーザルが中止された場合においても、それまでに要した費

用を本市に請求することはできない。 

（３）参加申込書の提出後に本プロポーザルへの参加を辞退する場合（参加資

格審査の結果通知後に辞退する場合も含む。）は、辞退届（任意様式）を

提出すること。 

（４）次の事項のいずれかに該当する提案者は、失格とする。 

ア 参加資格要件を満たさなくなった場合 

イ 提出書類に虚偽の記載があった場合又は不備があった場合 

ウ この要領に示した提出期日、提出先、提出方法、書類作成上の留意事

項等の条件に適合しない書類の提出があった場合 

エ 選定委員に対する個別の接触、他の参加者との提案等に関する相談な

ど、選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

オ 指定したプレゼンテーション開始時間までに会場に到着しなかった場

合 

カ 参考見積りの金額が、見積り限度額を超過している場合 

（５）参加申込者又は企画提案者が１者の場合でも、本プロポーザルを実施す

る。 

（６）提案書の著作権は、当該提案書を作成した者に帰属するが、本市とESCO

契約を締結した場合において、市が必要と認める場合にときは、市は事前

に通知することにより、当該提案書の一部又は全部を無償で使用（複製、

転記又は転写をいう。）することができるものとする。 

（７）参加申込者は、本プロポーザルの実施後、不知又は内容の不明を理由と
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して、異議を申し立てることはできない。 

（８）本プロポーザルに関する書類を郵送で提出する場合は、受取日時及び配

達されたことが証明できる方法によることとし、郵便事故等については、

市はその責めを負わない。 

（９）手続において使用する言語及び通貨単位は、日本語及び日本国通貨に限

る。 

 

15 提出・問い合わせ先（事務局） 

下関市総務部資産経営課庁舎管理係 担当：眞弓 

〒750-8521 下関市南部町１番１号 

電話 083-231-1150 ファクシミリ 083-231-3158 

電子メール smkanzai@city.shimonoseki.yamaguchi.jp 

 

16 施行期間 

本要領は、令和７年８月１８日から施行し、本事業の契約締結をもって、

その効力を失う。 

 


